
厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律 
（平成十九年十二月十九日法律第百三十一号）  《抜粋》 
（最終改正：令和五年三月三十一日法律第三号） 
 
（保険給付等に関する特例等） 

第一条 厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第二十八条の四第三項

の規定による諮問に応じた社会保障審議会（同法第百条の九第一項又は第二項

の規定により同法第二十八条の四に規定する厚生労働大臣の権限が地方厚生局

長又は地方厚生支局長に委任された場合にあっては、同法第百条の九第三項の

規定により読み替えて適用する同法第二十八条の四第三項に規定する地方厚生

局に置かれる政令で定める審議会。以下この項及び第十五条において同じ。）

の調査審議の結果として、同法第二十七条に規定する事業主が、同法第八十四

条第一項又は第二項の規定により被保険者の負担すべき保険料を控除した事実

があるにもかかわらず、当該被保険者に係る同法第八十二条第二項の保険料を

納付する義務を履行したことが明らかでない場合（当該保険料（以下「未納保

険料」という。）を徴収する権利が時効によって消滅する前に同法第二十七条

の規定による届出若しくは同法第三十一条第一項の規定による確認の請求又は

同法第二十八条の二第一項（同条第二項及び第三項において準用する場合を含

む。次項において同じ。）の規定による訂正の請求があった場合を除き、未納

保険料を徴収する権利が時効によって消滅している場合に限る。）に該当する

との社会保障審議会の意見があった場合には、厚生労働大臣は、当該意見を尊

重し、遅滞なく、未納保険料に係る期間を有する者（以下「特例対象者」とい

う。）に係る同法の規定による被保険者の資格の取得及び喪失の確認又は標準

報酬月額若しくは標準賞与額の改定若しくは決定（以下この条及び次条におい

て「確認等」という。）を行うものとする。ただし、特例対象者が、当該事業

主が当該義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認め

られる場合には、この限りでない。 

２ 前項に定めるもののほか、厚生年金保険法第二十七条に規定する事業主が、

同法第八十四条第一項又は第二項の規定により被保険者の負担すべき保険料を

控除した事実があるにもかかわらず、当該被保険者に係る同法第八十二条第二

項の保険料を納付する義務を履行したことが明らかでない場合（未納保険料を

徴収する権利が時効によって消滅する前に同法第二十七条の規定による届出若

しくは同法第三十一条第一項の規定による確認の請求又は同法第二十八条の二

第一項の規定による訂正の請求があった場合を除き、未納保険料を徴収する権

利が時効によって消滅している場合に限る。）に該当する場合として厚生労働

省令で定める場合に該当すると認められる場合には、厚生労働大臣は、特例対



象者に係る確認等を行うことができる。ただし、特例対象者が、当該事業主が

当該義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められ

る場合には、この限りでない。 

３ 厚生労働大臣は、前項の厚生労働省令を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、社会保障審議会に諮問しなければならない。 

４～７ （略）  

８ 厚生労働大臣は、特例対象者に係る確認等を行ったときは、厚生年金保険法

第二十九条第一項の規定にかかわらず、当該特例対象者、当該特例対象者を使

用し、又は使用していた第一項又は第二項の事業主（以下「特定事業主」とい

う。）その他の厚生労働省令で定める者に対し、同条第一項の規定による通知

を行うものとする。この場合においては、同条第二項から第四項までの規定は、

適用しない。 

９ 厚生労働大臣は、前項の特例対象者、当該特例対象者を使用し、又は使用し

ていた特定事業主その他の厚生労働省令で定める者の所在が明らかでない場合

その他やむを得ない事情のため同項の通知をすることができない場合において

は、同項の通知に代えて、厚生年金保険法第二十九条第五項の規定による公告

を行うものとする。 

 

（特例納付保険料の納付等） 

第二条 厚生労働大臣が特例対象者に係る確認等を行った場合には、当該特例対

象者を使用し、又は使用していた特定事業主（当該特定事業主の事業を承継す

る者及び当該特定事業主であった個人を含む。以下「対象事業主」という。）

は、厚生労働省令で定めるところにより、特例納付保険料として、未納保険料

に相当する額に厚生労働省令で定める額を加算した額を納付することができる。 

２～１２ （略） 

１３ 国は、第九項の規定により特例対象者に係る特例納付保険料の額に相当す

る額を負担したときは、その負担した金額の限度において、特定事業主が当該

特例対象者に係る厚生年金保険法第二十七条の規定による届出をしなかったこ

と又は同法第八十四条第一項若しくは第二項の規定により当該特例対象者の負

担すべき保険料を控除したにもかかわらず当該特例対象者に係る同法第八十二

条第二項の保険料を納付する義務を履行しなかったことに起因する当該特例対

象者が当該特定事業主に対して有する金銭の給付を目的とする請求権を取得す

る。 

 

（公表） 



第三条 厚生労働大臣は、政府が管掌する厚生年金保険事業及び国民年金事業の

適正な運営並びに厚生年金保険制度及び国民年金制度に対する国民の信頼の確

保を図るため、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める事項その

他第一条第一項及び第二項に規定する場合において厚生労働大臣が講ずる措置

で厚生労働省令で定めるものの結果を、インターネットの利用その他の適切な

方法により随時公表しなければならない。 

一～三 （略） 

 

（協力） 

第十四条 対象事業主又は第二条第三項の役員であった者は、第一条第一項及び

第二項に規定する場合に特例対象者その他の関係者に対して厚生年金保険法に

よる保険給付又は国民年金法による給付（これに相当する給付を含む。）が適

正に行われるようにするため厚生労働大臣が講ずる措置にできる限り協力しな

ければならない。 

 

（国会への報告） 

第十五条 政府は、おおむね六月に一回、国会に、厚生年金保険法第二十八条の

規定により記録した事項の訂正が行われた各事案についての第一条第一項の社

会保障審議会の調査審議及び同条第二項の厚生労働省令で定める場合に該当す

るかしないかの判断の結果の概要（当該事案が、同法第二十七条に規定する事

業主が同法第八十二条第二項の保険料を納付する義務を履行したと認められる

場合、当該事業主が当該義務を履行しなかったと認められる場合又は当該事業

主が当該義務を履行したかどうか明らかでないと認められる場合のいずれに該

当するかに関する事項を含む。）、厚生労働大臣が行った特例対象者に係る第

一条第一項及び第二項に規定する確認等の件数、特例納付保険料の納付の状況、

国が負担した特例対象者に係る特例納付保険料の額に相当する額の総額その他

この法律の施行の状況についての報告を提出しなければならない。 

 

附 則 抄 

（旧船員保険法等に関する特例） 

第三条 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第三十四号）第五

条の規定による改正前の船員保険法（昭和十四年法律第七十三号。次項におい

て「旧船員保険法」という。）その他厚生労働省令で定める法令の適用に関し、

第一条第一項の意見に相当する意見があったときは、当該意見を同項の意見と

みなして、この法律の規定を適用する。この場合において、必要な読替えは、

厚生労働省令で定める。 



２ 旧船員保険法その他前項の厚生労働省令で定める法令の適用に関し、第一条

第二項の厚生労働省令で定める場合に相当する場合として厚生労働省令で定め

る場合に該当すると認められる場合には、同項の厚生労働省令で定める場合に

該当すると認められる場合とみなして、この法律の規定を適用する。この場合

において、必要な読替えは、厚生労働省令で定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項の厚生労働省令を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、社会保障審議会に諮問しなければならない。 

 


